
1．	はじめに

日本政府観光局（JNTO）1によると日本政府の訪
日旅行促進事業（ビジット・ジャパン事業）2が始
められた2003年3の訪日外国人は約521万人であっ
たが、2019年には3,188万人へと増加した。当時、

日本は世界的にもインバウンドツーリストが急
増した国のひとつであり、UNWTO（2017）は日
本が 5 年続けて10%以上の成長をしたことを指摘
した。図 1 が示すように、この間、訪日外国人数
は一貫して増加した訳ではなく、2003年のSARS
騒動やイラク戦争（神原、2004）、2009年のリー

1	 日本政府観光局（JNTO）、統計データ（訪日外国人・出国日本人）（2018	年 3 月30日アクセス）		 	
http://www.jnto.go.jp/jpn/statistics/visitor_trends/

2	 国土交通省観光庁、訪日旅行促進事業（ビジット・ジャパン事業）（2017年11月17日アクセス）		 	
http://www.mlit.go.jp/kankocho/shisaku/kokusai/vjc.html

3	 当時の政策動向については山崎（2006）	、訪日外国人の状況については田中（2007）に紹介されている。
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マンショックや2011年の東日本大震災の影響に
より、訪日外国人が減少した時期もある。とり
わけ、2020年にはCOVID-19が流行し、外出が禁
止される国もあるなか、旅行も制限され、訪日
外国人数も激減した。2012年頃からの訪日外国
人の著しい増加の要因には、円安やビザの緩和
もあげられる。また、訪日外国人による消費額
も 4 兆8,135億円（2019年）6となり、成長を続けて
いた。COVID-19の動向次第では、再び人々が旅
行を楽しむようになると考えられる。インバウン
ドツーリストの増加は、観光関連産業はもちろ
ん、直接的影響を受けない産業にも経済波及効果
を通じて成長をもたらすと期待される。

訪日外国人の増加による経済活性化への期待
が高まる背景のひとつとして、日本人の人口減
少にともなう経済活動の縮小がある。図 1 には、
日本の人口が2010年の 1 億2,806万人をピークに、
2015年の人口は 1 億2,693万人となり、さらに減
少を続けていることが示されている。このよう
に、日本の経済規模の縮小が危惧される中、訪日
外国人の消費に対する期待が高まっている。観光
庁7（2014）は、10人の訪日外国人の消費額が、一
人の人口減少による消費額の減少を代替すると計
算している。

ここで、日本の人口減少は全国均一ではなく、

4	 e-Stat「人口統計」（2022年10月17日アクセス）		 	
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&tstat=000000090001&cycle=0&tclass1=000000090004&tclass2=000001
051180&second2=1

5	 日本観光局（JNTO）「年別　訪日外客数、出国日本人数の推移」	（2021年 5 月25日アクセス）		 	
https://www.jnto.go.jp/jpn/statistics/marketingdata_outbound.pdf

6	 国土交通省観光庁、訪日外国人消費動向調査2019年年間値（確報）~訪日外国人旅行消費額 4 兆8,135億円~（2022年11月 1 日アクセス）		 	
https://www.mlit.go.jp/kankocho/topics02_000182.html

7	 国土交通省観光庁（2014）「観光に関する取り組みについて」（2017年12月16日アクセス）		 	
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/jjkaigou/dai8/siryou1.pdf
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図1.	人口と訪日外国人数の推移
（統計局,	20204	、JNTO,	20215	のデータからHiramatsu,	2020のFigure	1を筆者更新）
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地方で多く減少している一方、首都圏など都市
部では増加しているところもあることに注目し
たい。本稿は2010年の日本経済をモデル化して分
析を行うが、2010年から2015年では、都市部を中
心とした 8 都県で人口が増加し、39道府県で減少
した（図 2 、表 1 ）。出生率は都市部よりも地方の
方が高い傾向があるが、人口が地方から首都圏を
中心とした都市部へと移動するためである。こ
のように、少子高齢化や人口減少が進展するな
か、観光に地域活性化の可能性が見いだされてい
る（河藤、2009）。インバウンドツーリストの増加
は、一国の経済のみならず地方経済の活性化にも
寄与すると考えられる（森川、2015）。観光産業
は幅広い部門への需要を生み出し（中村、2014）、
地域経済の特効薬であると指摘されることもあ
る（Fredrick,	 1993;	Briedenhann	and	Wickens,	
2004）。

Hiramatsu	（2022）は、訪日外国人に対する期
待の背景に人口減少があるならば、訪日外国人に
よる経済活性化は、人口減少が比較的多い地方
で、より強く望まれる可能性があると考えた。し
かし、訪日外国人の目的地には偏りがあり、東京
都、神奈川県、大阪府、京都府のような都市部で
多く、地方には少ない（図 3 、表 2 ）。そのため、
訪日外国人による経済への直接的な影響は、都市
部で大きく、人口が減少している地方部では少な
いと考えられる。そこで地域間応用一般均衡モデ
ルによるシミュレーション分析により、訪日外国
人の消費活動が都道府県に与える影響が分析さ
れた。その結果、訪日外国人はすべての都道府県
を訪れるため、短期的には、各都道府県の経済に
好影響を与えることが示された。しかし、都市部
などの訪日外国人が多い地域で好影響が大きく、
地方に多い訪日外国人数の少ない地域では好影響
が小さいという結果となった。より強く好影響を
受けた都市部の経済は、地方の経済よりも相対的

に活性化することになる。このことにより、長期
的には、地方の人々が相対的に経済が活性化して
いる都市部へと移動することになり、都市部はさ
らに活性化した。その一方で、地方経済は人口流
出によるマイナスの影響を受けることとなった。
地方経済にもたらされた訪日外国人増加によるプ
ラスの効果と人口流出によるマイナスの効果をあ
わせたとき、マイナスの効果が上回る県がある場
合、その県の経済成長率はマイナスになりうる。
実際、シミュレーションの結果、経済成長率がマ
イナスになる県が現れた。このように、訪日外国
人の増加により地方経済が衰退する理由には、訪
日外国人の訪問先として、地方が選ばれにくいこ
とが主要な要因と考えられる。

そこで本稿では、訪日外国人の目的地が分散し
た場合に、各都道府県にもたらされる経済的な影
響の変化について、地域間応用一般均衡モデルに
よりシミュレーション分析を行う。

地域間応用一般均衡モデルによるシミュレー
ション分析を行ったインバウンドツーリズムの経
済効果についての研究事例は少ないが、Adams	
and	Parmenter	（1995）やDwyer et al.（2003）があ
げられる。Adams	and	Parmenter	（1995）は、オー
ストラリアのクイーンズランドは観光に強い産業
でありながら、国際観光産業の活性化により農業、
鉱業、輸出部門がクラウディングアウトされること
を指摘した。複数地域を導入したこの研究におい
ても、他の単一地域での分析と同様に、産業間の
議論が中心であり、地域間の影響に関する議論が
不足している。ここで、観光産業の活性化が他産
業の衰退を導く可能性が指摘されたように、イン
バウンドツーリズムは観光産業と関連産業に好影
響をもたらしながら、他の産業の成長機会を奪う
懸念がある（河村、2002）。ただし、ある産業の活
性化が他産業に悪影響を及ぼすのは、観光産業に
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図2.	2010年から2015年までの都道府県別人口成長率。
e-Stat	（2017）より筆者作成。

順位 都道府県
人口 人口 変化数 変化率
2010 2015 2010−2015 2010−2015
（千人） （千人） （千人） （％）

1 沖縄県 1,393 1,434 41 2.9
2 東京都 13,159 13,515 356 2.7
3 埼玉県 7,195 7,267 72 1.0
4 愛知県 7,411 7,483 72 1.0
5 神奈川県 9,048 9,126 78 0.9
43 山形県 1,169 1,124 −45 −3.8
44 高知県 764 728 −36 −4.7
45 青森県 1,373 1,308 −65 −4.7
46 福島県 2,029 1,914 −115 −5.7
47 秋田県 1,086 1,023 −63 −5.8

日本 128,057 127,095 −962 −0.8
平均 2,725 2,704 −20 −0.7

表1.	図2における人口の成長率（2010年から2015年）の上位5県と下位5県

16

Journal  of  Policy  Studies   No.66  (March  2023)



図3.	訪日外国人の各県の訪問確率（%,	2015）
（観光庁,	2015より筆者作成）

注:	訪日外国人が１つ以上の都道府県を訪れるため、合計は100％を上回り262%となる。

順位 都道府県 訪日外国人 訪問率
（1,000人） （％）

1 東京都 10,275 52.1
2 千葉県 8,768 44.4
3 大阪府 7,168 36.3
4 京都府 4,818 24.4
5 神奈川県 2,237 11.3
43 岩手県 38.1 0.19
44 高知県 34.7 0.18
45 鳥取県 32.4 0.16
46 島根県 28.9 0.15
47 福井県 25.9 0.13

日本 51,794 262
平均 1,102 5.6

表2.	図3における訪日外国人の訪問率（2015年）の上位5県と下位5県
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限ったことではなく、いかなる産業でも当てはま
ることであることには注意すべきである。例えば、
オーストラリアの鉱業の活性化により観光産業が
衰退するという指摘もある（Pham et al.,	2015）。

また、Dwyer et al.（2003）は、ニューサウスウエー
ルズとその他の地域の 2 地域からなる応用一般均
衡モデルにより様々なシミュレーション分析を行っ
ている。それらの中で、ニューサウスウエールズ
のみで外国人による観光支出が増加し、その他の
地域では観光支出が変化しないという、極端な仮
定のシミュレーション分析がある。その結果、そ
の他の地域の経済が衰退することが示された。一
方で、オーストラリア全体に訪れる海外旅行者が
増加した場合は、両地域で経済が成長する。しか
しながら、この注目すべき結果に対する言及はほ
とんどない。このような結果を導いた要因は 2 地
域からなるモデルの構造にあると考えられる。

2．	モデル

本稿は、地域間応用一般均衡モデルにより訪日
外国人の経済効果について分析する。モデルは
Anas	and	Liu	（2007）を日本の観光の経済効果の
分析に適したモデルに修正したHiramatsu	（2022）
を単純化のために修正し、観光客と現地の人々
が同一の消費財を消費することとした。ここで
は、訪日外国人の消費の増加を需要の増加として
扱う。インバウンドツーリストによる消費額は輸
出額として扱われることがあるが、実際には旅
行者が海外から訪問国に訪れて消費する財であ
り、貿易できない財として考えることも自然であ
ろう（Zeng	and	Zhu,	2011）。消費額にせよ輸出額
にせよ、両者を同額の定数として扱う限り結果に
変わりはない。シミュレーションにおいては、各
都道府県を 1 地域とし47地域を設定した。各地域
間は交通網で結ばれている。交通手段として、自

動車、鉄道、徒歩、飛行機、バスの 5 種類を仮
定した。自動車での移動時間は渋滞の影響を受
ける。日本人は、移動時間と移動費用から発生す
る費用を考慮し移動手段を選択する。訪日外国人
は各県で観光消費財を消費する。

2.1　消費者と訪日外国人
日本人の消費者は就業状況 𝑒、居住地域 𝑖、就

業地域 𝑗、住居タイプ 𝑘（戸建て、集合住宅）の
離散変数の組み合わせを想定して、日常消費財
𝑋|𝑒𝑖𝑗𝑘、居住スペース𝐵|𝑒𝑖𝑗𝑘、各地に訪れて購入す
る観光消費財𝑍𝑧|𝑒𝑖𝑗𝑘、余暇時間𝐻|𝑒𝑖𝑗𝑘から効用を最
大化する。就業状況とは、就業しているか否かで
あり、居住地域と就業地域はそれぞれ都道府県で
ある。消費者は日常消費財を居住地域で購入し、
観光消費財は居住地域を含む各都道府県に訪れて
購入する。また、利用可能な所与の時間を、労働
時間、通勤時間、日常消費財や観光消費財購入に
かかる移動時間、余暇時間に振り分ける。効用関
数は次のCES関数で得られる。

観光消費財𝑍𝑧|𝑒𝑖𝑗𝑘は居住地域を含む各地域 𝑧で購
入され、CES型のサブ効用関数として組み込まれ
ている。𝛼𝑒𝑖,	𝛽𝑒𝑖,	𝜅𝑒𝑖,	𝜒𝑒𝑖,	および𝜄𝑒𝑖𝑗𝑧はウェイトを
示す定数である。

消費者の金銭的制約は次のように与えられる。
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ここで、𝜓𝑖𝑗は日常消費財の価格、𝜑𝑖𝑗𝑧は観光消費
財の価格であり、それぞれ交通コストを含んで
いる。なお、消費者の予算は労働賃金と不労所
得から得られる可処分所得である。𝑟𝑖𝑘は地代で
ある。𝑤𝑗は時間価値であり賃金と同額とした。

消費者の金銭的制約は次のように与えられる。

ここで、 �̅�は年間の所与の時間、𝑑は年間の通勤
日数、𝐺𝑖𝑗は通勤時間（居住地 𝑖と就業地 𝑗の場合）、
𝐺𝑖𝑖は日常消費財一単位あたりの移動時間（居住地
𝑖の場合）、𝐺𝑖𝑧観光にかかる移動時間（居住地 𝑖と
目的地𝑧の場合）である。𝑐𝑖と𝑓𝑖𝑧は、それぞれ一単
位の日常消費財と観光消費財のために必要な移動
回数を示すパラメターである。残りの時間は労働
時間となる。

消費者は、離散変数の組み合わせごとに効用最
大化を行い、その結果得られる間接効用を比較す
ることで離散選択を行う。離散選択には、ネス
テッドマルチノミナルロジット関数を用いる。

訪日外国人は各都道府県zを訪れ、観光消費財
に年間一定額𝑀𝑖𝑛𝑏

𝑧を費やし、観光消費財𝑍𝑖𝑛𝑏𝑧を消
費する。各都道府県における一人当たり外国人消
費額𝑚𝑖𝑛𝑏

𝑧に訪日外国人数𝑛𝑖𝑛𝑏を掛けることで求め
られ、𝑀𝑖𝑛𝑏

𝑧=𝑛
𝑖𝑛𝑏𝑚𝑖𝑛𝑏

𝑧となる。最終消費財（日常消
費財と観光消費財からなる）の価格𝑝𝑧𝑟̅,は内生的に
決定するため、各県での訪日外国人による年間の
観光消費財の需要は消費額を財の価格で割ること
で求められ、𝑍𝑖𝑛𝑏𝑧=𝑀

𝑖𝑛𝑏
𝑧/𝑝𝑧𝑟̅となる。

2.2　生産者
生産者としては、各地域に 1 次産業（農業）、 2

次産業（工業）、 3 次産業（サービス業）、建設業、
最終需要産業（日常消費財と観光消費財）が存在
し、各生産者は需要された量を生産するために費
用を最少化する。

2.2.1　農業、工業、サービス業、最終需要産業
地域 𝑗の産業𝑟の生産者は各地𝑛の各産業𝑠から

の中間財𝑌𝑠𝑛𝑟𝑗、労働力𝐿𝑟𝑗、建設物𝐵𝑟𝑗、資本𝐾𝑟𝑗
を投入して財𝑋𝑟𝑗生産する。中間投入財の輸送費
用を含めた購入費用は 𝜉𝑠𝑛𝑟𝑗、賃金は𝑤𝑗、地代は
𝑟𝑟𝑗、資本のレンタル費用は𝜌であり、利子率と
同じであるとした。費用関数は次のように与えら
れる。

生産関数は次のCES型の関数で与えられる。

ここでÂ𝑟𝑗は生産性、𝛾𝑟𝑗,	𝛿𝑟𝑗,	𝜇𝑟𝑗,	𝜈𝑟𝑗,	𝜐𝑠𝑛𝑟𝑗はウェイ
トを示すパラメターである。最終消費財は中間財
のみから生産される。

2.2.2　建設業
各地域の土地市場には、消費者のための戸建て

住宅と集合住宅、各産業の生産者のための農地、
工場、オフィス、そして空き地がある。建築業者
は各不動産の価値を比較して、新たに建設したり
取り壊したりすることで、土地市場の各不動産の
供給を調整しする。また、本モデルでの建設業者
は消費者や生産者に建物を貸し出す家主の役割も
担う（両者を別の主体と解釈してもよい）。建築業
者が一単位の不動産面積を貸し出すことで得ら
れる利益は、𝑅𝑖𝑘−𝐷𝑖𝑘𝑜である。ここで、−𝐷𝑖𝑘𝑜は
単位面積を貸し出すことによりかかる維持費など
を示している。面積を貸し出さない場合も維持費
−𝐷𝑖𝑘𝑣がかかる。この面積を貸し出す確率は𝑄𝐿 𝑖𝑘で
決められる。
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貸し出さない確率は 1 −𝑄𝐿 𝑖𝑘となる。ここで、Φ𝐿 𝑖𝑘
は弾力性に関わるパラメターである。家主として
の期待される利益𝜔𝐿 𝑖𝑘は次の関数で与えられる。

空き地の地代は外生変数とする。
建設業者は需要に応じて建物を空き地に建てた

り、取り壊して空き地にする。建物を建てる確率
と取り壊す確率はそれぞれ次のように与えられる。

ここで、𝜌は利子率、𝑚𝑖𝑘は建物密度、𝑝ℛ+𝑘,𝑖は建
築や取り壊しにかかる単位あたり費用である。空
き地と建物の単位あたり価値𝑉𝑖𝑜と𝑉𝑖𝑘は次のよう
に与えられる。

2.3　一般均衡
一般均衡においては、全ての市場が均衡する。

財市場では、消費者は日常消費財と観光消費財を
異なる財と感じるが、生産者にとってはこれらは
いずれも最終消費財であり違いは無い。財市場で
は、各地域の最終消費財の供給量は、その地域
の消費者の日常消費財需要量、その地域への（日
本人）観光客の観光消費財需要量、その地域への
訪日外国人の観光消費財需要量、純輸出の合計と
一致し、𝑋𝑑𝑒𝑚

𝑧+𝑍
𝑑𝑒𝑚

𝑧+𝑍
𝑖𝑛𝑏
𝑧+Ξ𝑧で与えられる。ま

た、農業、工業、サービス業が生産する中間投入
物の供給は、各地域の各産業の生産者からの中間
投入物需要と純輸出の合計と一致する。土地市場
においては、建設業者が供給する各種類の建物面
積が、消費者や生産者の建物面積の需要と一致
する。労働市場では、地域の生産者の労働力需要
の合計と、各地から通勤してくる労働者が供給す
る労働力の合計が一致する。

3．データ

本稿ではモデルを2010年の日本への応用を試み、
以下のような統計からデータを計算した。「全国幹
線旅客純流動調査（2010年）8」から、都道府県別の
居住地（出発地）と旅行先（目的地）、移動手段、移
動時間、移動費用のデータを用いる。就業地と居
住地に関するデータには、「国勢調査（平成22年）9」

8	 国土交通省「全国幹線旅客純流動調査（2010年）」（2014年 2 月 4 日アクセス）		 	
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/soukou/sogoseisaku_soukou_fr_000016.html

9	 総務省統計局「国勢調査（平成22年）」（2015年 4 月20日アクセス）	http://www.stat.go.jp/data/kokusei/2010/
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を用いている。観光を含む消費者の消費行動につ
いては「家計調査（2010年）10」と「旅行・観光消費
動向調査（2010年）11」を用いた。土地利用に関する
データには、「日本統計年鑑（2010年）12」、「住宅・土
地統計調査（平成20年）13」、「法人土地基本調査（平
成20年）14」を用いた。生産者に関するデータは2005
年の各都道府県の産業連関表を用いた。

観光に関するデータは整備が進められてお
り、塩谷（2005）や塩谷・朝日（2009）で紹介されて
いる。本稿では、訪日外国人一人当たり支出額と
各産業への支出割合は国土交通省観光庁「訪日外
国人消費動向調査（平成27年）15」、訪日外国人数
は日本政府観光局（JNTO）「平成27年度訪日外客
数（総数）16」、国土交通省観光庁「訪日外国人消費
動向調査（平成27年度）」を用いた。

また、現実的な弾力性を設定するために、交通
関連では小池（2011）、消費者行動関連では中村

（1994b）、浅田・宅間（2013）、太田・大日（1996）,	
荒木（2015）、土地利用関連では中村（1994a、b）を
参考にした。

4．ベンチマークケース

図 4 は訪日外国人数（1,000万人ごと）と都道府
県別の成長率を示している。表 3 は図 4 における
変化率の上位 5 県と下位 5 県、および、経済成長
率がマイナスになった県数を示している。訪日
外国人が3,000万人の場合を本稿のベンチマーク
ケースとする。ベンチマークケースでは、大阪
府（6.7%）、沖縄県（5.8%）、奈良県（3.6%）、京都

府（3.5%）など、比較的訪日外国人の消費額が経済
に占める割合が大きな地域では、日本経済の生産
額の成長率に比べて大きな成長率を示した。一
方で、高知県（−0.4%）、青森県（−0.3%）、秋田県

（−0.3%）、岩手県（−0.03%）の 4 県ではマイナスの
成長率となった。これはHiramatsu	（2022）で得ら
れた結果と同様である。Hiramatsu	（2022）や本稿
では日本の47都道府県のデータを用い、Dwyer 
et al.	（2003）の 2 地域モデルよりも一般的なモデ
ルであるが、彼らの結果と同様、経済が衰退する
地域が現れた。

岩手県、三重県、鹿児島県では、訪日外国人
数が少ない段階では生産額が上昇した。しかし、
訪日外国人が増えるに従い、生産額が減少に転
じ、マイナスに至る。すなわち、訪日外国人の影
響としてはプラスとマイナスの効果が同時にあ
り、訪日外国人の増加とともに支配的な影響が
逆転すると考えられる。その要因のひとつとし
て、Hiramatsu	（2022）は、訪日外国人が少ない場
合には彼らの消費の効果により地方経済も成長す
るが、訪日外国人の増加に伴い、訪日外国人が多
く訪れる都市部との経済活性化の格差が大きくな
り、地方部から都市部への人口流出の効果が強く
なるためであると考えた。

5．	インバウンド旅行者の消費収支の都道府県別
割合が変化するシナリオ

ベンチマークケースが示したように、訪日外国

10	 総務省統計局「家計調査（2010年）」（2015年 4 月17日アクセス）	http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.do?lid=000001070354
11	 国土交通省観光庁「旅行・観光消費動向調査（2010年）」（2015年 2 月12日アクセス）		 	

http://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/shouhidoukou.html
12	 総務省統計局「日本統計年鑑（2010年）」（2015年 2 月12日アクセス）	http://www.stat.go.jp/data/nenkan/index2.htm
13	 e-Stat「住宅・土地統計調査（平成20年）」（2015年 8 月15日アクセス）	http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/NewList.do?tid=000001028768
14	 e-Stat「法人土地基本調査（平成20年）」（2015年 8 月24日アクセス）		 	

https://www.estat.go.jp/SG1/estat/GL08020101.do?_toGL08020101_&tstatCode=000001020939&requestSender=dsearch
15	 国土交通省観光庁ホームページの統計情報・白書（2016年12月23日アクセス）		 	

http://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/syouhityousa.html
16	 日本政府観光局（JNTO）ホームページの訪日外客統計の集計・発表（2016年12月23日アクセス）	 	

http://www.jnto.go.jp/jpn/statistics/data_info_listing/?tab=block2
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人の増加により、地方の県において経済が衰退す
る可能性がある。これらの県で景気が低迷した主
要な要因として、訪日外国人の訪問先には偏りが
あり、彼らの消費額が多い県や少ない県があるた
めであると考えられる。そこで本章では、訪日外
国人が3,000万人であるベンチマークケースと同
じ消費額であるが、消費額の都道府県間のバラン

スを変化させる 3 つのシナリオを比較する。訪日
外国人の目的地が変わる各シナリオの想定として
は、海外から特定の地方県への直行便、国内の交
通状況の改善、または地方県へのリピーターの増
加などが考えられる。初めて日本に訪れる外国人
は首都や大都市、有名な観光地を訪れる傾向にあ
るが、リピーターはその他の県を訪れる割合が多

訪日外国人	
（100万人） 10 20 30 40

順位 都道府県 % 都道府県 % 都道府県 % 都道府県 %
1 沖縄県 1.9 大阪府 3.9 大阪府 6.9 大阪府 13.2
2 大阪府 1.7 沖縄県 3.8 沖縄県 5.8 沖縄県 7.6
3 京都府 1.1 京都府 2.2 奈良県 3.6 奈良県 7.2
4 奈良県 0.9 奈良県 2.0 京都府 3.5 京都府 5.2
5 北海道 0.5 和歌山県 1.0 和歌山県 1.7 兵庫県 2.9
43 鹿児島県 0.0 鹿児島県 0.1 鹿児島県 0.1 岩手県 −0.2
44 岩手県 0.0 岩手県 0.0 岩手県 −0.0 三重県 −0.2
45 秋田県 −0.0 秋田県 −0.1 秋田県 −0.3 高知県 −0.6
46 青森県 −0.0 青森県 −0.1 青森県 −0.3 青森県 −0.6
47 高知県 −0.1 高知県 −0.2 高知県 −0.4 秋田県 −0.6
日本 0.40 0.84 1.31 1.95
平均 0.31 0.63 0.96 1.34

マイナス成長県数 3県 3県 4県 6県

表3.	図4における生産額の変化率の上位5県と下位5県
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図4.	県別に見た生産額の成長率
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くなると考えた。また、高速鉄道などの交通機
関の整備や都市部から地方へのアクセスの向上
も、地方への訪日外国人の増加に寄与する。イン
バウンド観光客の国籍によっても目的地や消費
が異なるため、経済的影響は異なる（Archer	and	
Fletcher,	1996;	 齋藤・平松、2013）ことから、国
ごとに異なる訪日キャンペーンを行うことも、地
方の県への訪問の機会になると思われる。

ベンチマークケースからシナリオ 1 〜 3 にかけ
て、訪日外国人の消費収支は地方部へとシフト
する。図 5 は、シナリオ別の訪日外国人の支出
シェアを示している。ベンチマークケースでは、
訪日外国人の支出シェアは、東京都（41.8%）、大
阪府（14.2%）、京都府（6.8%）、北海道（6.7%）、千
葉県（5.0%）などで大きくなっている。図 6 は、各
都道府県の生産額の成長率をシナリオ別に示した
ものであり、表 4 は図 6 における変化率の上位 5
県と下位 5 県、および、経済成長率がマイナスに
なった県数を示している。日本の経済成長率は、
すべてのシナリオでプラスとなった。最も成長し
たのはベンチマークケースである。訪日外国人の

消費額が同じであれば、誘発効果の高い都道府県
で消費額が増えるほど、日本の経済成長は大きく
なる。都道府県の成長率の単純平均は、シナリオ
3 で2.2%となり、 4 つのシナリオの中で最も高く
なった。経済的に小規模な地方の県にインバウン
ド旅行者が訪れる場合、その県の成長率が高くな
ることが示唆されている。

シ ナ リ オ 1 と 2 は、Adams	and	Parmenter	
（1995）および	Dwyer et al.	（2003）のシミュレー
ションと比較することができる。シナリオ 1 で
は、インバウンド旅行者の支出を都道府県の生産
額に応じて振り分けた。インバウンド旅行者の支
出シェアは、東京都（20.8%）、愛知県（7.3%）、大
阪府（6.7%）、神奈川県（5.9%）、埼玉県（4.1%）など
で大きくなっている。マイナスの成長率を示した
都道府県数は 0 となり、伸び率の高い都道府県は
都市部である。シナリオ 2 では47都道府県に均等
に振り分けたため、全都道府県で2.1%である。マ
イナスの成長率を示した都道府県数は 0 である。
このように、シナリオ 1 と 2 は、47都道府県すべ
てでプラス成長が可能であることを示した。た
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図5.	訪日外国人の消費額のシェア
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だし、これらのシナリオは、経済構造によって
は、Adams	and	Parmenter	（1995）のように一部
の県の経済が衰退する可能性を否定するものでは
ない。

シナリオ 3 は、Dwyer et al.	（2003）の 2 地域モ
デルにおいて、インバウンド観光客が増加するの
はニューサウスウェールズ州のみとしたシナリオ
と比較することができる。シナリオ 3 では、2010	
年から2015年にかけて人口が減少している39都道

府県にインバウンド旅行者による支出を均等に振
り分け、39都道府県で2.6%とした。このシナリオ
は、人口の減少と訪日外国人の増加に対する関心
を直接的に反映している。このシナリオでは、 2
つの県がマイナス成長を示した。それらは、沖縄
県（−0.6%）と埼玉県（−0.2%）であり、ベンチマー
クケースにおいては訪日外国人数が多い地域で
ある。既に指摘したように、平均成長率は高く、
地方の活性化という点では有効である。

ベースケース シナリオ1 シナリオ2 シナリオ3
都道府県 % 都道府県 % 都道府県 % 都道府県 %

1 大阪府 6.9 大阪府 3.8 鳥取県 6.4 鳥取県 8.2
2 沖縄県 5.8 福井県 3.0 福井県 5.7 福井県 7.2
3 奈良県 3.6 三重県 2.3 島根県 4.3 島根県 5.2
4 京都府 3.5 奈良県 2.2 長崎県 4.2 長崎県 5.1
5 和歌山県 1.7 和歌山県 1.8 佐賀県 3.9 高知県 4.6
43 鹿児島県 0.1 宮崎県 0.6 千葉県 0.4 東京都 0.1
44 岩手県 −0.0 北海道 0.5 神奈川県 0.3 千葉県 0.1
45 秋田県 −0.3 青森県 0.5 北海道 0.3 神奈川県 0.1
46 青森県 −0.3 沖縄県 0.5 東京都 0.2 埼玉県 −0.2
47 高知県 −0.4 高知県 0.3 埼玉県 0.1 沖縄県 −0.6
日本 1.31 1.24 1.10 1.11
平均 0.96 1.22 1.98 2.19

マイナス成長県数 4 0 0 2

表4.	図6における生産額の成長率の上位5県と下位5県
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図6.	生産額の成長率（訪日外国人3000万人）
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6．	おわりに

人口減少により経済が縮小するなか、訪日外国
人による経済活性化への期待が寄せられている。
人口減少が地方で顕著であり、都市部では人口が
増加する地域もある。したがって、訪日外国人に
よる経済活性化に対する期待は、地方で大きい可
能性がある。そこで、都道府県別に訪日外国人に
よる経済的影響について地域間応用一般均衡モデ
ルによるシミュレーション分析を行った。その結
果、ベンチマークケースにおいて、訪日外国人の
増加により日本経済が成長する一方で、都道府県
別に見ると地方で経済が衰退する県がある可能性
が示された。

地方で経済が衰退する主要な要因として、その
地域を訪れる訪日外国人が少ないことが考えら
れる。これらの地域では多く訪日外国人が訪問す
る地域に比べ、短期的な経済成長率が低い。その
ため、Hiramatsu	（2022）は、長期的にはこれらの
地域から、比較的成長率が高い都市部の地域へと
人口が流出することになり、地域経済の衰退につ
ながると考えた。そこで本稿では、訪日外国人の
目的地が変化し、地方部にも訪問先が分散する 3
つのシナリオを考え、日本や各都道府県の経済に
与える影響について分析した。

シナリオ 1 は訪日外国人の消費額が各都道府県
の生産額に応じたものに変化する場合、シナリオ
2 は訪日外国人の消費額がが47都道府県に均等に
なる場合を想定した。これらのシミュレーション
では、ベンチマークケースよりも都道府県間の均
等性が確保され、すべての都道府県で経済成長す
ることが示された。シナリオ 3 では、2010年から
2015年までに人口が減少した39道府県に訪日外国
人が訪れる場合を想定した。このシナリオでは、
地方の県の成長率は高くなるが、都市の県は成長
が鈍化した。すべてのシナリオにおいて、日本経
済は成長した。経済規模の小さい県で訪日外国人

による消費額が大きい場合、その県の成長率が高
くなる傾向がある。

これらのシナリオでは、地方経済を活性化する
ためにインバウンド旅行者数の目的地が多様化
し、地方への訪問者が増加する場合を考えた。訪
問地域の多様化には、リピーターの増加、地方空
港への国際線直行便の増発・増便、高速鉄道等の
交通機関の整備、都市部からのアクセスの改善、
ピーアル活動が必要である。今後の課題は、地域
間と産業間の経済構造や誘発効果のプロセスをよ
り詳細に分析し、日本経済や地方経済を効率的に
活性化させる訪日外国人の誘致のパターンを考え
ることである。
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